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研究成果の概要（和文）：本研究では、三重県四日市市を対象地域として、高度成長期に地域の中でどのように公害教
育が実践されたのかを明らかにすることを目的とした。本研究では、第一に母親たちによる二次訴訟と養護学校建設運
動の展開とそこで営まれた学習活動について調査し、養護学校義務制が実現するまでの過渡期における養護学校建設運
動の困難性とその中で発生した二次訴訟準備の展開について明らかにした。第二に、すでに公害による健康被害が発生
している中でも、四日市市の社会教育政策が勤労青年対策に重点を置いて展開されたことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study is on the history of the education on environmental destruction in the 
high-glowth period in　Yokkaichi,Mie Prefecture of japan.In the early 1970s,the mothers with children of 
diseases caused by air pollution asked for construction of nursing school. However,nursing school wasn't 
built.On the other hand, the mothers was prepared for the trial, but didn't realize.

研究分野： 社会教育論
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
（１）本研究に関連する国内・国外の研究動
向及び位置づけ 
 研究を開始した時期は、高度成長期が歴史
研究の対象とされるようになった時期であ
り、大門正克ほか『高度成長の時代』１～３
（大月書店、２０１０年・２０１１年）や武
田晴人『高度成長』（岩波書店、２００８年）
など、高度成長期研究のまとまった研究成果
が刊行された時期であった。しかし、経済学
など他分野に比べると高度成長期を歴史の
対象とした教育学研究の蓄積は薄いと言え
るが、その中でも、青年の社会的自立や学校
から職場への移行に関する研究が（例えば、
橋本紀子ほか『青年の社会的自立と教育』（大
月書店、２０１１年）など）が一定の研究蓄
積をおこなってきている。 
 その中で、本研究で注目したのは、高度成
長期が経済成長と国民の生命、生存権が真正
面から衝突しせめぎあった時代、すなわち
「経済成長と福祉の相克」（岡田知弘）が展
開された時代であったという指摘である。そ
して、その典型と言えるものが地域開発を進
める中で発生した公害問題であった。そのた
め、本研究では地域開発の下で公害が発生し
た地域を対象とし、そこで住民たちによって
営まれた教育活動に注目した。 
 また、一方で環境教育研究では、歴史研究
自体がほとんど研究として進められていな
かった。例えば、１９８９年の設立以来、約
２０年の活動実績のある日本環境教育学会
において、学会誌に掲載された論文の中で歴
史研究の形をとっていたものは、自然保護教
育の成立過程を明らかにした論文一本のみ
であった。公害教育史の研究についても同様
であり、安藤聡彦、曽貧、土井妙子らによっ
て取り組まれ始めた未だ開拓途中の研究分
野であった。本研究は、高度成長期という時
代的・社会的な特性を視野に含んだ高度成長
期研究としての公害教育史研究であり、これ
はこれまでにない新しい視点からの研究で
あった。 
 
（２）本研究の着想に至った経緯 
 研究代表者は、高度成長期の公害教育史研
究に関わって、公害教育論の生成史（「公害
教育論の生成過程に関する一考察－１９６
０年代における藤岡貞彦の「生活と教育の結
合」把握に注目して－」『名古屋大学大学院
教育発達科学研究科紀要（教育科学）』５３
（１）、２００６年、pp.１２３‐１３１）及
び三重県四日市市を対象にした公害教育運
動の成立史（「公害記録運動の成立とその性
格‐公害問題を記録する会を事例に－」『社
会教育研究年報』第２５号、名古屋大学大学
院教育発達科学研究科社会・生涯教育学研究
室、２０１１年、pp.１７‐２７）に取り組ん
でいた。特に、三重県四日市市の公害教育運
動成立史についての調査においては、公害に
よる被害者やその家族へのヒアリングに取

り組んでいたが、そうしたヒアリングや日常
的に四日市に通う中で明らかになってきた
のは、公害（あるいは公害による健康被害）
は、その中で生きる人びとにとっては生活の
一側面でしかないということであった。例え
ば、四日市ぜんそくは大気汚染により生じる
ため、空気のきれいな地域に移り住めばぜん
そくの症状は出ない。しかし、ぜんそく患者
の中には、漁で生計を立てており、海を離れ
てしまうと生活ができなくなるため、深刻な
ぜんそくの被害に見舞われながらも四日市
を離れることができないものも多かった。こ
のように、公害の中で生きる人びとの意識を
とらえるためには、人びとの生活全体の中に
公害を位置づけて考える必要があり、高度成
長期という時代的枠組みの中で公害教育史
をとらえる必要があるという着想に至った。 
 
 
２．研究の目的 
 上記の背景の下、本研究では、高い経済成
長率の下での物質的な豊かさの広がりと公
害による生命・健康の危機が同時に発生した
高度成長期の日本において、経済成長と生存
権のせめぎあいが人びとの生活や意識にい
かなる影響を与えたのか、またそれに対し、
地域レベルでいかなる教育政策が展開され
たのか、あるいは公害教育実践がいかに展開
されたのかを明らかにすることを目的とし
た。特に、本研究では、高度成長期の地域開
発の代表的地域であり、かつ大気汚染をはじ
めとする深刻な公害の被害に見舞われた代
表的地域でもある三重県四日市市に焦点を
当てて、高度成長の地域的展開を具体的に明
らかにすることを目的とした。 
 それに当たり、本研究では、以下の三つの
課題を立てて研究に取り組むこととした。 
（１）高度成長期における地域開発の展開と
社会教育の展開の関連 
四日市市の地域開発を背景として、教育総合
計画を肇とする高度成長期の教育政策がい
かに展開されたのかを、四日市市教育委員会
発行の『四日市の教育』などを資料として用
いながら明らかにする。特に社会教育政策の
展開に注目する。 
（２）高度成長期の四日市市塩浜地区におけ
る地域開発の影響と生活の変化 
四日市市でも公害の被害が最も甚大であっ
た塩浜地区の生活が高度成長期の地域開発
や公害によってどのように変化してきたの
かを、磯津住民や関わりの深い住民へのヒア
リングにより明らかにする。 
（３）地域開発下の公害教育実践が人びとの
意識に与えた影響 
公害を記録する会が主催した公害市民学校
（1969）や、四日市公害と戦う市民兵の会が
主催した第二期公害市民学校（1971）の実態
とそれが四日市の人びとの意識に与えた影
響を、各運動団体が作成した会報やビラ、作
文などの資料や関係者へのヒアリングなど



をもとに明らかにする。 
 以上の研究の学術的な特色及び独創的な
点は、先にも指摘したように公害教育史研究
自体が未だ蓄積のほとんどない研究分野で
あるため、公害教育史研究に取り組むこと自
体に革新性がある。また、公害教育実践と人
びとの意識形成との関連に注目した教育実
践史としての側面を持つ点が本研究の特色
である。教育実践そのものは形として残らな
いものであるため、制度史や思想史と比較す
ると教育実践史の研究蓄積は薄い。その点で、
ビラやチラシといった当時作成された資料
やヒアリングによって公害教育実践史を描
こうとするところに本研究の独創性がある。 
 
 
３．研究の方法 
 本研究は、上記の通り、（１）高度成長期
の地域開発の展開と社会教育政策の展開の
関連に関する調査、（２）高度成長期の四日
市市塩浜地区の地域開発の影響と生活の変
化に関する調査、（３）地域開発下の公害教
育実践が人びとに与えた影響に関する調査
の三つの柱を立てて進めることとした。 
 以上の三つの課題に取り組むにあたって
は、四日市市立図書館地域資料室に保存され
ている四日市市の行政関係資料及び公害・公
害教育関係資料及び四日市市立環境学習セ
ンター公害資料室に保存されている公害関
係資料（現在は四日市公害と環境未来館に保
存）を中心とする資料群と公害反対運動関係
者及び公害患者・公害患者の家族に対するヒ
アリングを素材として進めることとした。 
 また、歴史研究は、その問題意識を深める
ためには現代との往還の中で進める必要が
ある。そのため、四日市市の公害教育の動向
と現状を中心に、公害教育の全国的動向を把
握することを目的にフィールドワークも実
施することとした。 
 
 
４．研究成果 
（１）二次訴訟及び養護学校建設運動に関す
る調査 
 本研究は、１９６０年代の社会教育政策に
関する調査を中心に進めるという当初の研
究計画を変更し、１９７０年代初頭に進めら
れていた二次訴訟の運動に関する研究を進
めることから開始した。計画を変更した理由
としては、本研究を開始した２０１２年が四
日市大気汚染訴訟の判決からちょうど４０
年目にあたり、地元四日市の中から大気汚染
訴訟に関する歴史的事実の掘り起こしを求
める声があがったことが理由として挙げら
れる。また、二次訴訟に関する運動について
歴史的事実を掘り起こしていく作業は、上記
の三つの柱の中では（２）と（３）に関わる
内容であると判断したため、まずは二次訴訟
に関する調査を進めることとした。 
 四日市大気汚染訴訟の原告は公害患者９

人であったが、二次訴訟の準備を中心に進め
ていたのは、四日市公害から子どもを守る塩
浜母の会のメンバーであり、二次訴訟の準備
を進める一方で、四日市公害患者である子ど
もたちが医療的なケアを受けつつ学校に通
えるようになるための養護学校建設運動に
取り組んでいた母親たちであった。この母の
会は、１９６９年に開催された公害市民学校
の参加者によってつくられたグループであ
ったが、このメンバーが養護学校建設運動に
取り組み、四日市市公害防止対策協議会にお
いてもその建設の必要性を訴えながらも、一
方では二次訴訟の準備を進めることで、四日
市市の二次訴訟をその原告に少なくない数
の子どもたちを含む訴訟として準備がされ
ていった。記者会見も開き、もう一歩のとこ
ろまで準備を進めていたが、最終的には提訴
されずに終わっている。 
 以上の事実を公害資料室の資料等や関係
者へのヒアリングによって掘り起こした後、
その成果については日本社会教育学会第５
９回大会で「四日市大気汚染訴訟下における
公害から子どもを守る塩浜母の会の運動－
その展開と帰結」と題して報告した。 
 この調査を進める中で、母の会による養護
学校建設運動をより構造的に描くためには、
当時の障害者教育政策の動向、特に病弱児の
通う養護学校の建設状況等に関する調査を
進める必要があると判断したため、『日本病
弱教育史』を手がかりとしながら、全国的な
病弱教育の歴史、特に三重県における病弱教
育の歴史について確認した。母の会が養護学
校建設運動に取り組んでいた時期は、法的に
は「教育を受ける権利」が憲法２６条で保障
され、公立養護学校整備特別措置法（１９５
６）などによって養護学校が整備されながら
も、養護学校義務制が実施されていなかった
過渡的な時期であり、そうした中で母の会の
求めるような四日市市近隣における養護学
校建設を困難にしていた様子が浮き彫りに
なってきた。 
 また、一方で、公害患者である子どもたち
の通った学校に関する調査や公害患者の児
童であった方へのヒアリング（ただし、塩浜
地区以外の地区の方）を進め、当時の公害患
者の児童の生活史の一端を浮き彫りにする
ことができた。 
 以上の調査は、高度成長期における「経済
成長と福祉の相克」の一つのかたちである子
どもの学習権保障の問題の具体的事例の一
つについて取りあげたものである。日本にお
いては貧困問題が目立たなくなるのと軌を
一にして、「教育と不平等」の問題が教育研
究や教育政策論争の中心から外れていった
とされている（刈谷剛彦『大衆教育社会のゆ
くえ』、中央公論新社、１９９５年、p.５５）。
貧困を解消していったはずの経済成長が新
たな「教育と不平等」問題を生み出し、それ
に対応する形での学習運動を生み出した事
実を整理することは、これまでの高度成長期



教育史研究の新たな一面を描くことになる。
２０１２年の学会発表以降、本研究について
は論文にまとめていないが、早急に論文とし
てまとめ、公開する必要がある。 
 
（２）四日市市の社会教育政策に関する調査 
 また、以上の調査と並行する形で、三つの
柱のうち（１）に関わる調査も進めることが
できた。四日市市では１９６０年には異臭魚
による漁業被害の問題がすでに発生してお
り、１９６０年代前半には大気汚染による健
康被害が発生している事実も認識されてい
た。その中で、どのような社会教育政策が展
開されていたのかを追うことは、社会教育が
「社会問題教育」という側面を持ち、特に貧
困対策などの社会政策としての一面を持つ
ものであることを考えると、社会教育政策は
地域の社会問題への行政としての対応のあ
り方を明らかにするという意味を持ってい
る。調査により、当時の四日市市総合教育計
画や当時の公民館に関する資料、四日市公報
や広報に記録された内容などを見ていくと、
四日市市の社会教育政策の重点課題が、高度
成長の中で四日市に流入してくる勤労青年
にどのように対応するかであったこと、一方
で、社会教育政策もしくは活動の中で公害に
ついて取りあげられることはほとんどなか
ったことが明らかになってきた。社会教育研
究においても、高度成長期の歴史研究はまだ
取り組みが始まったばかりであり、社会教育
政策の地域的展開についてはほとんど明ら
かにされていない。そのため、四日市市を事
例とした高度成長期社会教育政策の地域的
展開に関する研究は高度成長期社会教育史
の一端を明らかにする点では意味ある研究
となる。本研究も学会発表や論文執筆という
形を未だとっていないため、これから成果の
公開を早急に行う必要がある。 
 
（３）その他 
 公害教育の現状に関する調査として、公害
資料館に関する調査を行なった。四日市市で
は２０１５年３月に四日市公害と環境未来
館をオープンした。これはいわゆる「四大公
害裁判」（熊本、新潟、富山、四日市）が起
こった地域では、最も遅くオープンした公的
な資料館であった。この資料館において、ど
のような資料が蓄積され、歴史が伝えられよ
うとしているかについて調査し、その一報を
執筆した（記録から記憶への五〇年：四日市
公害と環境未来館・訪問記）。 
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